
 
  

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年７月31日

【四半期会計期間】 第36期第２四半期 

(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)

【会社名】 株式会社EMCOMホールディングス

【英訳名】 EMCOM HOLDINGS CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 徐 躍平

【本店の所在の場所】 東京都港区赤坂八丁目５番26号

【電話番号】 03(5412)6100(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員 管理本部長兼人事部長 三井 規彰

【最寄りの連絡場所】 東京都港区赤坂八丁目５番26号

【電話番号】 03(5412)6100(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員 管理本部長兼人事部長 三井 規彰

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所

 (東京都中央区日本橋茅場町１丁目５番８号)



連結経営指標等 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)利益金額については、第35期は１株当たり当期純損失を計上して

いるため、第36期第２四半期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期

第２四半期連結 
累計期間

第36期
第２四半期連結 

会計期間
第35期

会計期間
自 平成21年１月１日
至 平成21年６月30日

自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日

自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日

売上高 (千円) 3,830,078 1,759,505 9,976,993

経常利益又は経常損失(△) (千円) 762,838 165,635 △916,356

四半期純利益又は当期純損失
(△)

(千円) 526,308 34,852 △2,481,408

純資産額 (千円) ─ 3,054,255 2,459,179

総資産額 (千円) ─ 27,645,610 20,227,840

１株当たり純資産額 (円) ─ 12.01 9.71

１株当たり四半期純利益又は１
株当たり当期純損失(△)

(円) 2.08 0.14 △10.61

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益

(円) ─ ─ ―

自己資本比率 (％) ─ 11.0 12.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △521,054 ─ 3,416,708

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △398,705 ─ △877,568

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △667,061 ─ △704,685

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ─ 729,339 2,311,103

従業員数 (名) ─ 405 362



当社グループは当社および連結子会社12社により構成されており、金融事業、不動産事業を行なってお

ります。 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

なお、当第２四半期連結会計期間末から当四半期報告書提出までの期間において、株式会社EMCOM 

TRADEが連結子会社から持分法適用関連会社に異動しております。異動の詳細につきましては、「第５ 経

理の状況 1．四半期連結財務諸表(重要な後発事象)」に記載のとおりです。 

  

 
(注) １．従業員数は就業人員数であります。 

   ２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

  

 
(注) １．従業員数は、当社から他外への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

   ２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名)
405
(15)

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名)
23
(2)



当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は製造原価で算出しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 
  

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引の相殺消去後の金額であります。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  当第２四半期連結会計期間において総販売実績に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

当第２四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクの内容について重要な変更はありま

せん。 

なお、第５「経理の状況」１ 四半期連結財務諸表(継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象また

は状況)に記載のとおり、返済期限が到来している4,333百万円の短期借入金について、１日でも早く債

権者に全額返済できるよう最大限の努力を尽くし返済原資の確保を目指すとともに、長期的な成長軌道

の確保と安定的なキャッシュ・フローを創出するために有益と考えられる資本政策や資金調達等の方法

について、具体的な検討を進めておりますが、順調に検討が進行している資金調達案件がありながら

も、本日現在、実行には至っておりません。 

 よって、当社グループにおいては、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在します。 

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

金融事業 163,447

不動産事業 ─

合計 163,447

(2) 受注実績

(3) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

金融事業 1,718,222

不動産事業 41,282

合計 1,759,505

２ 【事業等のリスク】



((1)   当社グループは、平成18年５月30日に発行いたしました2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権

付社債5,000百万に関して、社債権者より繰上償還請求に係る事前通知を受領いたしました。その後、

社債権者との協議により当社の資金状況、事業及び資産等の内容を検討の結果、繰上償還に係る対象額

面金額の一部について繰上償還を実施するとともに、未償還分4,333百万円につきまして平成21年５月

29日付にて準消費賃貸借契約及び平成21年７月６日付にて同契約の修正契約を締結しております。 
  

(2)  第５「経理の状況」１ 四半期連結財務諸表(重要な後発事象)に記載のとおり、平成21年７月30日に

当社の連結子会社である株式会社EMCOM TRADEは、有限会社ジェイアンドアールを割当先とする第三者

割当増資を実施いたしました。 
  

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年来の世界的な景気減速を背景とした企業収益

の悪化や設備投資の減少が継続しており、家計における雇用・所得情勢の悪化が懸念され、個人消費も

低調に推移いたしました。 

このような環境のなかで、当社グループでは、前期において抜本的な事業構造の改革と新たな収益構

造の転換に向けた経営改革を断行し、不採算事業であった不動産開発事業やゲーム事業からの撤退を完

了させる一方で、金融事業におけるＦＸ事業を当社グループの中核事業に位置づけ、重点的に経営資源

を投入することで更なる収益の拡大を図ってまいりました。 

 外国為替保証金取引（ＦＸ）業界は、取引手数料無料が標準となり、低スプレッドによるお客様の獲

得競争が一段と厳しさを増し、勝ち組と負け組の二極化がより明確となってくる中、当社グループで

は、グループ内にシステム開発会社を保有する強みを最大限に活用した安定的なシステム運用と機動的

かつスピーディなサービス拡充を武器に、自社ブランドである株式会社EMCOM証券(平成21年５月１日付

にて株式会社パンタ・レイ証券より商号変更)が提供するサービス「みんなのＦＸ」、株式会社EMCOM 

TRADEが提供する「EMCOM TRADE」(平成21年４月10日サービス開始)において、売上、取引高、預り証拠

金ともに急速な拡大を実現するなど前年同期と比べて飛躍的な業績の改善を遂げております。また、当

社グループでは、次のフェーズとして、レベニューシェア型ＡＳＰ事業の拡大にも注力し、EMCOM株式

会社を筆頭とするグループ各社が保有する金融システムの開発力、金融コンサルティング能力や専任人

材をリソースとして、ＦＸサービスの運用に必要とされる全てのリソースを提供する「総合アウトソー

スカンパニー」としての成長戦略を掲げ、システムの導入はもちろんのこと、ビジネススキームの提案

やマーケティング等のコンサルティングを通じてクライアント企業の事業成長を支援しつつ、その恩恵

を長期かつ安定的に享受するという“WIN－WIN”のＡＳＰビジネスモデルの拡大にも努めてまいりまし

た。 

 その結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高1,759百万円、営業利益215百万円、経常利益

165百万円、四半期純利益34百万円となり、前連結会計年度における経営改革の成果を確実なものと

し、前年同期に比べて飛躍的な業績の改善を実現しております。 

事業のセグメント別状況は以下の通りであります。 

  

 〔金融事業〕 

 当社グループは、ＦＸサービスにおけるお客様基盤の充実、お客様満足度並びにお客様信頼感のより

一層の向上に積極的に取り組みました。具体的には、当社グループ内にシステム開発会社を保有する強

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の概況



みを背景にユーザーニーズを捉えた様々な機能・サービスの追加を継続的に実施し、リスクコントロー

ル設定機能の追加や各種ＦＸアプリケーションツールの提供を行うと共に、平成21年６月には株式会社

EMCOM証券が提供するサービス「みんなのＦＸ」において、全額信託保全サービスの提供を開始しまし

た。また、株式会社EMCOM CONSULTINGにおいて、平成21年３月26日付にて株式会社DMM.com証券（平成

21年７月１日付にて株式会社SVC証券より商号変更）、平成21年３月31日付にてトレイダーズ証券株式

会社より、それぞれ新たにレベニューシェアによるＡＳＰ提供に係る契約を獲得し、平成21年７月より

サービスの提供 開始を本格稼動させるなど、「総合アウトソースカンパニー」化戦略を加速化させて

おります。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における自社２ブランドの外国為替証拠金取引の口座数

は、合計39,693口座（前年同期比377.5％）となり、当第２四半期連結会計期間における金融事業の売

上高は1,718百万円、営業利益は386百万円となりました。 

  

 〔不動産事業〕 

 不動産事業においては、不動産市況悪化の継続・拡大など厳しい事業環境を踏まえて、安定した収益

が狙えるヘルスケア事業を当社グループの不動産事業の中心に位置づけ、徹底的なローコストオペレー

ション体制を目指し、業務効率の向上と収益基盤の安定化に向けた体制構築に努めてまいりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間における不動産事業の売上高は41百万円、営業損失は19百万

円までに縮小しております。 

また、当社グループの第２四半期連結会計期間末の財政状態は、以下のとおりであります。 

  

 当第２四半期連結会計期間末における資産の残高は、前連結会計年度末と比較して7,417,770千円増

加し、27,645,610千円となりました。このうち主な増減は、預託金の増加2,398,554千円、トレーディ

ング商品の増加11,604,562千円、信用取引資産の増加776,001千円、短期差入保証金の増加625,482千

円、現金及び預金の減少1,531,676千円、約定見返勘定の減少6,468,775千円であります。 

 当第２四半期連結会計期間末における負債の残高は、前連結会計年度末と比較して6,822,694千円増

加し、24,591,355千円となりました。このうち主な増減は、約定見返勘定の増加10,586,291千円、FX預

り証拠金の増加2,825,561千円、信用取引負債の増加776,001千円、トレーディング商品の減少

5,612,806千円、未払金の減少739,588千円、未払法人税等の減少543,247千円及び社債の一部繰上償還

667,000千円であります。 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産残高は、前連結会計年度末と比較して595,075千円増加

し、3,054,255千円となりました。このうち主なものは、四半期純利益526,308千円を計上したことによ

るものであります。 

  

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の四半期末残高は(以下「資金」という)、

第１四半期連結会計期間末に比べて587,776千円減少し、729,339千円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

  

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当第２四半期連結会計期間における営業活動により支出した資金は、123,279千円であります。主な

内訳は、税金等調整前四半期純利益151,167千円、減価償却費100,620千円、預託金の減少1,434,688千

円、トレーディング商品の減少14,633,446千円、FX預り証拠金の減少1,272,551千円、約定見返勘定の

(2) キャッシュ・フローの状況



増減14,489,264千円、短期差入保証金の増加758,962千円、その他流動資産の減少269,217千円でありま

す。 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当第２四半期連結会計期間における投資活動により取得した資金は、196,428千円であります。 

主な内訳は、固定資産の取得による支出66,813千円、貸付金の回収による収入215,460千円、投資有価

証券の売却による収入81,039千円であります。 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当第２四半期連結会計期間における財務活動により支出した資金は、667,024千円であります。これ

は主に社債の償還による支出667,000千円であります。 

  

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

 なお、第５「経理の状況」に記載のとおり、当第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間におきま

して、営業利益、経常利益及び四半期純利益ともに前連結会計年度から飛躍的な業績の回復を果たして

おります。しかしながら、「株式会社ジャレコ2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債」に

ついて、平成21年５月29日付にて、繰上償還に係る対象額面金額の一部である667百万の繰上償還を実

施するとともに未償還分である4,333百万円については平成21年６月29日を返済期限とする準消費貸借

契約の修正契約、続いて返済期限を平成21年７月17日とする修正契約を締結いたしましたが、順調に検

討が進行している資金調達案件がありながらも、本日現在返済の実行には至っておりません。 

 従いまして、当社グループは、第２四半期会計期間において、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められます。 

 当社グループとしましては、第５「経理の状況」に記載のとおり、事業・収益拡大の計画を実施及び

債権者と協力体制のもと早期に資金返済を実施し、継続企業の前提に関する重要な不確実性の解消に努

めてまいります。 

  

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は24百万円であります。 

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(4) 研究開発活動



当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 
  

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

① 提出会社

② 国内子会社

③ 在外子会社 

(2) 設備の新設、除却等の計画



  

 
  

  

 
(注) １．提出日現在の発行数には、平成21年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

会社法第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 
(注)１． 新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。 

  ２． 当社が、新株予約権の割当日後に株式の分割又は併合を行なう場合には、次の算式により新株予約権１個の

目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）を調整するものとする。 

 但し、かかる調整は、当該時点で権利行使又は消却されていない新株予約権の付与株式数についてのみ行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 
  
              調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（又は併合）の比率 

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年７月31日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 253,458,269 253,458,269
ジャスダック
証券取引所

単元株式数 1,000株

計 253,458,269 253,458,269 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

平成21年３月27日開催の定時株主総会決議、平成21年４月16日開催の取締役会決議

第２四半期会計期間末現在 
(平成21年６月30日)

新株予約権の数 9,874個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 9,874,000株 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき25円 (注)３

新株予約権の行使期間   平成23年５月１日～平成28年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

      発行価格     25円
      資本組入額   12.5円

新株予約権の行使の条件          （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
なお、租税特別処理法による優遇税制の適用を受ける
場合は譲渡することができない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─



また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転を行う場合、その他付与株式数の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲内で付与株式数を調整する。 

  ３． 当社が、株式の分割又は併合を行なう場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数は切り上げる。 
  

   
また、当社が時価を下回る価額で株式の発行又は自己株式の処分を行なう場合（新株予約権の行使による場

合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
  上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式総数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行なう場合には、「新規発行株式数」を「処分する

自己株式数」に、「１株当たりの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に読み替えるものとする。 

  ４． 新株予約権の行使条件  

    ① 新株予約権の割当てを受けた者が、次の事由のいずれかに該当する場合は、新株予約権を行使することが

できないものとする。 

        （ａ）取締役又は監査役が解任によりその地位を喪失したとき 

        （ｂ）従業員が自己都合又は自己の責任に帰すべき事由で退職したとき。但し、定年又は会社都合その他こ

れに準ずる事由により退職した場合にあって、取締役会が行使することを認めたときはこの限りでない。 

        ② その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところとす

る。 

  ５． 当社が合併、会社分割、株式交換、株式移転または資本の減少を行なう場合、その他これらの場合に準じて

行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲内で行使価額を調整する。 

  

 
(注)１． 新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。 

  ２． 当社が、新株予約権の割当日後に株式の分割又は併合を行なう場合には、次の算式により新株予約権１個の

目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）を調整するものとする。 

 但し、かかる調整は、当該時点で権利行使又は消却されていない新株予約権の付与株式数についてのみ行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 
  
         調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（又は併合）の比率 

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

既発行
＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
株式数 １株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

平成21年３月27日開催の定時株主総会決議、４月27日開催の取締役会決議

第２四半期会計期間末現在 
(平成21年６月30日)

新株予約権の数 60個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 60,000株 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき25円 (注)３

新株予約権の行使期間   平成23年５月１日～平成28年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

  発行価格    25円
  資本組入額 12.5円

新株予約権の行使の条件          （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
なお、租税特別処理法による優遇税制の適用を受ける
場合は譲渡することができない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─



         また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転を行う場合、その他付与株式数の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲内で付与株式数を調整する。 

  ３． 当社が、株式の分割又は併合を行なう場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数は切り上げる。 
  

   
     また、当社が時価を下回る価額で株式の発行又は自己株式の処分を行なう場合（新株予約権の行使による場

合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
       上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式総数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行なう場合には、「新規発行株式数」を「処分する

自己株式数」に、「１株当たりの払込金額」を「１株当たりの処分金額」に読み替えるものとする。 

  ４． 新株予約権の行使条件  

      ① 新株予約権の割当てを受けた者が、次の事由のいずれかに該当する場合は、新株予約権を行使することが

できないものとする。 

        （ａ）取締役又は監査役が解任によりその地位を喪失したとき 

        （ｂ）従業員が自己都合又は自己の責任に帰すべき事由で退職したとき。但し、定年又は会社都合その他こ

れに準ずる事由により退職した場合にあって、取締役会が行使することを認めたときはこの限りでない。 

        ② その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところとす

る。 

   ５． 当社が合併、会社分割、株式交換、株式移転または資本の減少を行なう場合、その他これらの場合に準じて

行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲内で行使価額を調整する。 

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

既発行
＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
株式数 １株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



該当事項ありません。 

 
  

 
  

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年６月30日 ─ 253,458,269 ─ 4,933,006 ─ 4,835,562

(5) 【大株主の状況】

平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

スティックパイオニアファンド
ツー（常任代理人 TMI総合法律
事務所）

（東京都港区六本木ヒルズ森タワー23階） 48,516,000 19.14

エーツーアイカンパニーリミテ
ッド（常任代理人 TMI総合法律
事務所）

（東京都港区六本木ヒルズ森タワー23階） 34,254,000 13.51

徐 躍平 東京都港区 14,500,000 5.72

竹内 秀人 東京都世田谷区 9,512,000 3.75

シービーエイチケイコリアセキ
ュリティーズデポジトリー（常
任代理人 シティバンク銀行株
式会社）

（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 5,067,000 1.99

シービーホンコンコリアセキュ
リティーズデポジトリーエトレ
ード（常任代理人 シティバン
ク銀行株式会社）

（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 4,419,000 1.74

浜井 亜矢子 神奈川県横浜市栄区 4,350,000 1.71

ステート ストリート バンク 
アンド トラストカンパニー
505086（常任代理人 株式会社
みずほコーポレート銀行兜町証
券決済業務室）

（東京都中央区兜町６番７号） 4,000,000 1.57

バークレイズ バンク ピーエ
ルシー シンガポール ウェル
ス マネジメント 
（常任代理人 スタンダードチ
ャータード銀行）

（東京都千代田区永田町２丁目11-１
 山王パークタワー21階）

3,811,000 1.50

株式会社ＦＦＢＣ－Ｍanagement 
代表取締役 篠原 洋

東京都中央区日本橋茅場町２丁目８-１
第五長岡ビル5Ｆ

3,100,000 1.22

計 ― 131,529,000 51.89



 
(注)「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権５個）が含ま

れております。 

 
  

  

  

 
(注)株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）

普通株式   71,000

（相互保有株式）

普通株式   30,000

― ─

完全議決権株式(その他)    普通株式  252,511,000 252,511 ─

単元未満株式  普通株式    846,269 ― ─

発行済株式総数 253,458,269 ― ―

総株主の議決権 ― 252,511 ―

② 【自己株式等】

平成21年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社EMCOMホールディ
ングス

東京都港区赤坂八丁目５
番26号

71,000 ─ 71,000 0.03

（相互保有株式）

株式会社EMCOMリアルティ

東京都港区赤坂八丁目５
番26号

30,000 ─ 30,000 0.01

計 ― 101,000 ─ 101,000 0.04

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
１月

 
 ２月  ３月  ４月  ５月

 
 ６月

最高(円) 27 26 24 31 29 31

最低(円) 19 19 21 21 21 23



前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

 該当事項はありません。 

 
  

 
  

３ 【役員の状況】

(1)新任役員

(2)退任役員

役名 氏名 退任年月日

代表取締役 羽田 寛 平成21年７月23日

取締役 川島 亮太郎 平成21年７月23日

(3)役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

代表取締役 取締役 徐 躍平 平成21年７月23日



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、明誠監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 729,339 2,261,016

預託金 6,116,345 3,717,791

受取手形及び売掛金 109,473 194,178

営業投資有価証券 － 190,651

トレーディング商品 11,604,562 －

たな卸資産 ※１  487,413 ※１  804,096

約定見返勘定 － 6,468,775

信用取引資産 1,765,696 989,694

短期差入保証金 1,788,608 1,163,125

その他 580,224 598,604

貸倒引当金 △59,899 △54,875

流動資産合計 23,121,763 16,333,060

固定資産   

有形固定資産 ※２, ※５  1,474,087 ※２  1,396,764

無形固定資産   

のれん 730,924 758,233

その他 201,638 182,855

無形固定資産合計 932,562 941,088

投資その他の資産 ※３  2,117,197 ※３  1,556,927

固定資産合計 4,523,847 3,894,780

資産合計 27,645,610 20,227,840

負債の部   

流動負債   

買掛金 17,184 40,014

未払金 151,434 891,023

トレーディング商品 － 5,612,806

約定見返勘定 10,586,291 －

信用取引負債 1,765,696 989,694

短期借入金 ※５  4,333,000 29,300

FX預り証拠金 6,273,327 3,447,765

受入保証金 192,595 243,228

未払法人税等 247,285 790,533

賞与引当金 179,687 2,649

役員賞与引当金 87,218 －

その他 378,944 347,434

流動負債合計 24,212,665 12,394,450



(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

固定負債   

社債 － 5,000,000

退職給付引当金 22,820 24,901

役員退職慰労引当金 30,798 24,260

その他 323,220 319,182

固定負債合計 376,839 5,368,344

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 1,850 5,866

特別法上の準備金合計 1,850 5,866

負債合計 24,591,355 17,768,661

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,933,006 4,933,006

資本剰余金 9,798,279 9,798,279

利益剰余金 △11,476,781 △12,003,089

自己株式 △15,307 △15,245

株主資本合計 3,239,197 2,712,949

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △167,674 △207,933

為替換算調整勘定 △28,029 △45,837

評価・換算差額等合計 △195,703 △253,770

新株予約権 10,761 －

純資産合計 3,054,255 2,459,179

負債純資産合計 27,645,610 20,227,840



  

   

   

当第２四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日

至 平成21年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  該当事項はありません。 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当

の効力発生日が当四半期連結会計期間末の末日後となるもの 

  該当事項はありません。 

  

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年６月30日)

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

     役員報酬          118,903千円
     給与手当            205,374千円
     賞与引当金繰入額      77,707千円
          広告宣伝費                 343,894千円
          販売促進費                  53,030千円
          のれん償却額                18,654千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
  至 平成21年６月30日)

 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

現金及び預金 729,339千円

現金及び預金同等物 729,339千円
 

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 253,458,269

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 102,167

会社名
当第２四半期

連結会計期間末残高 
（千円）

提出会社 10,761

合計 10,761



 当第２四半期連結会計期間末(平成21年６月30日) 

対象物の種類が通貨関連のデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなって

おり、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められま

す。 
  

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

 
  

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

   株式報酬費用  10,761千円 
  
 ２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 
  

 
  

(デリバティブ取引関係)

取引の種類
契約額等
(千円)

時価
(千円)

評価損益 
(千円)

外国為替証拠金取引

売建 △35,678 △35,675 3

買建 10,236,030 10,265,473 29,442

合 計 ─ ─ 29,446

(ストック・オプション関係)

１．ストック・オプションに係わる当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

会社名 提出会社

付与対象者の区分及び人数
当社 （取締役５名、監査役４名、従業員24名） 
子会社（取締役５名、監査役２名、従業員94名）

株式の種類及び付与数 普通株式 9,874,000株

付与日 平成21年４月27日

権利確定条件
付与日（平成21年４月27日）から権利確定日（平成23年５
月１日）まで継続して勤務していること

対象勤務期間 平成21年４月27日～平成23年５月１日

権利行使期間 平成23年５月１日～平成28年４月30日

権利行使価格 １株につき25円

付与日における公正な評価単価 １株につき13円

会社名 提出会社

付与対象者の区分及び人数 子会社 （取締役２名）

株式の種類及び付与数 普通株式 60,000株

付与日 平成21年４月27日

権利確定条件
付与日（平成21年４月27日）から権利確定日（平成23年５
月１日）まで継続して勤務していること

対象勤務期間 平成21年４月27日～平成23年５月１日

権利行使期間 平成23年５月１日～平成28年４月30日

権利行使価格 １株につき25円

付与日における公正な評価単価 １株につき13円



当第２四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

                                                                                 （千円） 

 
(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

      ２．各事業区分の主要製品及び事業内容 

      (1) 不動産事業：宅地の造成分譲、マンション及び戸建住宅の建設販売、事務所ビルの賃貸、不動産の管理等 

(2) 金融事業  ：金融サービス事業及び投資事業 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 

                                            （千円） 

 
(注)  １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

      ２．各事業区分の主要製品及び事業内容 

(1) 不動産事業：宅地の造成分譲、マンション及び戸建住宅の建設販売、事務所ビルの賃貸、不動産の管理等 

(2) 金融事業  ：金融サービス事業及び投資事業 

     ３．事業区分の変更 

        事業区分につきましては、従来「不動産事業」、「金融事業」、「ゲーム事業」の３つに区分しており

ましたが、ゲーム事業を行っていた連結子会社を第三者に譲渡したため、当第２四半期連結累計期間よ

り、「不動産事業」、「金融事業」の２つに変更しております。 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

不動産事業 金融事業 計 消去又は全社 連結 計

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

41,282 1,718,222 1,759,505 ― 1,759,505

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─ ─ ― ─ ―

計 41,282 1,718,222 1,759,505 ─ 1,759,505

営業利益(又は営業損失) △19,843 386,663 366,820 (151,044) 215,775

不動産事業 金融事業 計 消去又は全社 連結 計

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

95,503 3,734,574 3,830,078 ― 3,830,078

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ―

計 95,503 3,734,574 3,830,078 ─ 3,830,078

営業利益又は営業損失(△) △ 36,471 1,128,525 1,092,054 (296,510) 795,544



当第２四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略

しております。 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略

しております。 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



１ １株当たり純資産額 

  

   
２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第２四半期連結累計期間 
  

 
(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

    ２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

   
第２四半期連結会計期間 

  

 
(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

    ２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年12月31日)

12円01銭 9円71銭

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益 2円08銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
  至 平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 526,308

普通株式に係る四半期純利益(千円) 526,308

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 253,357,628

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益 0円14銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

項目
当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 34,852

普通株式に係る四半期純利益(千円) 34,852

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 253,356,856

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─



(重要な後発事象)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
  至 平成21年６月30日)

１．第三者割当増資に伴う子会社の異動

 平成21年７月30日に当社の連結子会社である株式会社EMCOM TRADEは、有限会社ジェイアンドアールを割当先とする
第三者割当増資を実施いたしました。

 当該第三者割当増資により、株式会社EMCOM TRADEは連結子会社から持分法適用関連会社に異動しております。実施
の概要は次のとおりであります。

（１）異動する子会社の概要

①商号          株式会社EMCOM TRADE

②本店所在地       東京都港区赤坂八丁目５番26号 赤坂DSビル10階

③代表者の役職・氏名   代表取締役社長 田口 仁

④事業内容        金融先物取引業

⑤資本金の額        ４億31百万円（増資前）

⑥設立年月日         平成17年10月７日

⑦大株主及び持株比率   当社100％

⑧当社との関係等          資本関係：当社出資比率100％

                          人的関係：役員の兼務３名

                          取引関係：受託業務

                         関連当事者への該当状況：当社の連結子会社であるために、関連当事者に該当します。

⑨最近３年間の経営成績及び財務状態

 

(千円）

平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

 純資産 216,690 218,953 412,353

 総資産 1,945,940 840,105 424,798

 １株当たり純資産（円） 50,985円97銭 51,518円46銭 16,934円42銭

 売上高 188,627 249,984 41,866

 営業利益 △ 10,799 27,493 △ 127,943

 経常利益 △ 25,348 13,024 △ 142,434

 当期純利益 △ 26,781 2,263 △ 190,399

 １株当たり当期純利益（円） △6,301円43銭 532円50銭 △18,628円24銭

 １株当たり配当金（円） ─ ─ ─

（２）割当先の概要

①商号               有限会社ジェイアンドアール

②本店所在地           東京都品川区上大崎二丁目７番26号

③代表者の役職・氏名       代表取締役社長 金丸 多賀

④事業内容            不動産賃貸業

⑤資本金の額           ３百万円

⑥設立年月日           平成３年１月31日

⑦純資産             2,062,199千円

⑧総資産             2,449,744千円

⑨大株主及び持株比率       金丸 准子 50％、金丸 理恵 50％

⑩上場会社と当該会社との関係等  資本関係：該当事項はありません。

                 人的関係：該当事項はありません。

                 取引関係：該当事項はありません。

                 関連当事者への該当：状況該当事項はありません。

（３）子会社の増資の内容

①発行新株数                普通株式 46,512株

②増資後発行済株式数      70,862株

③発行価額                   １株あたり2,150円

④発行価額の総額             100,000,800円



  

 
  

該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 
  至 平成21年６月30日)

⑤資本組入額                １株あたり1,075円

⑥資本組入額の総額          50,000,400円

⑦払込期日                  平成21年７月30日

⑧割当先            有限会社ジェイアンドアール  46,512株

⑨増資による当社の持株数および出資比率の変動

 

増資前 増資後

発行済株式数 24,350株 70,862株

当社持株数 24,350株 24,350株

当社出資比率 100％ 34.4％

２【その他】



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



平成21年７月31日

株式会社EMCOMホールディングス 

取締役会 御中 
 

 

 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社EMCOMホールディングスの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間（平成21年４月1日から平成21年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月

１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社EMCOMホールディングス及び連結

子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、「株式会社ジャレコ2011年満期ユーロ

円建転換社債型新株予約権付社債」について、一部を繰上償還すると共に、未償還分については準消費

貸借契約を締結したものの現在一時的に返済が延滞している状況にあり、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在している。当該状況を解消し、又は改善するため複数の資金調達案件及び事業計画の改革

並びに新たな収益構造への転換に向けた経営計画を進めてもなお、資金調達案件は現在実行に至ってお

らず、債権者から返済期限の延長の合意も得られていないため、現時点では継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表には反映していない。  

２．重要な後発事象に記載されている通り、連結子会社である、株式会社EMCOM TRADEは第三者割当増資を

実施し連結子会社から持分法適用関連会社に異動している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

独立監査人の四半期レビュー報告書

 明誠監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  武田 剛       印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  西谷 富士夫     印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。


